
 
  

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成19年12月21日

【事業年度】 第29期(自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日)

【会社名】 株式会社ステップ

【英訳名】 STEP CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  龍 井 郷 二

【本店の所在の場所】 神奈川県藤沢市湘南台２丁目１番地の19

【電話番号】 0466(45)5500(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役  池 永 郁 夫

【最寄りの連絡場所】 神奈川県藤沢市湘南台２丁目１番地の19

【電話番号】 0466(45)5500(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役  池 永 郁 夫

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所

 (東京都中央区日本橋茅場町１丁目４番９号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 第26期より連結対象の子会社がなくなったため、連結財務諸表を作成しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月

売上高 (千円) 5,284,011 ─ ─ ─ ─

経常利益 (千円) 1,094,120 ─ ─ ─ ─

当期純利益 (千円) 619,655 ─ ─ ─ ─

純資産額 (千円) 6,168,519 ─ ─ ─ ─

総資産額 (千円) 8,450,816 ─ ─ ─ ─

１株当たり純資産額 (円) 1,653.76 ─ ─ ─ ─

１株当たり当期純利益 (円) 165.10 ─ ─ ─ ─

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 73.0 ─ ─ ─ ─

自己資本利益率 (％) 10.4 ─ ─ ─ ─

株価収益率 (倍) 6.66 ─ ─ ─ ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 976,294 ─ ─ ─ ─

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △467,948 ─ ─ ─ ─

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △454,657 ─ ─ ─ ─

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 1,019,218 ─ ─ ─ ─

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
402
(157)

─
(─)

─
(─)

─
(─)

─
(─)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第26期の株価収益率については、期末時価に当該株式の権利の価格に相当する金額を加算した金額に基づい

て算出しております。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、第25期までは連結財務諸表を作成しているため、第26期から

は関連会社が存在しないため記載しておりません。 

５ 第25期は連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシ

ュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。 

６ 平成16年11月19日付で１株を４株とする株式分割を行っております。 

  

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月

売上高 (千円) 5,283,961 5,414,046 5,635,270 5,978,025 6,299,692

経常利益 (千円) 1,075,262 1,108,107 1,085,594 1,223,792 1,292,624

当期純利益 (千円) 606,483 606,675 618,792 662,002 765,889

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) 1,329,050 1,329,050 1,329,050 1,329,050 1,329,050

発行済株式総数 (株) 3,830,000 3,830,000 15,320,000 15,320,000 15,320,000

純資産額 (千円) 6,067,855 6,596,408 7,029,706 7,499,936 8,048,602

総資産額 (千円) 8,358,038 9,003,993 9,261,056 9,531,544 9,816,129

１株当たり純資産額 (円) 1,626.77 1,768.47 471.16 502.68 539.45

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
48.00

(─)

51.00

(─)

13.00

(─)

14.00

(─)

15.00

(─)

１株当たり当期純利益 (円) 161.59 162.65 41.47 44.37 51.33

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ―

自己資本比率 (％) 72.6 73.3 75.9 78.7 82.0

自己資本利益率 (％) 10.3 9.6 9.1 9.1 9.9

株価収益率 (倍) 6.81 10.65 9.96 11.09 8.57

配当性向 (％) 29.71 31.36 31.34 31.55 29.22

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ 738,317 845,829 1,018,184 1,034,731

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ △573,833 △493,899 △634,173 △77,610

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ △27,441 △413,319 △471,717 △550,178

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ─ 1,147,323 1,085,872 999,171 1,404,359

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
392
(142)

414
(164)

422
(168)

424
(177)

437
(188)



２ 【沿革】 

昭和50年１月神奈川県藤沢市に、個人経営による事業体として「ステップ学習教室」を創業し、昭和54

年９月、同地に株式会社ステップ学習教室(現、株式会社ステップ)を設立いたしました。 

その後の経緯は次のとおりであります。 

  

 
  

年月 経緯

昭和54年９月 神奈川県藤沢市長後903番地に株式会社ステップ学習教室(資本金2,000千円)を設立 

また同所に、第一番目のスクールとして長後第一スクールを設置

昭和54年11月 第二番目のスクールとして神奈川県藤沢市亀井野に六会スクールを設置

昭和57年７月 本社を神奈川県藤沢市下土棚471番地へ移転 

同時に社名を株式会社教育創造センターに変更

昭和58年４月 授業で使用する教材を自社で制作し、その質を高めるために、教材編集を行う専門スタッフを採

用し、教材研究部を設置

昭和58年７月 本社を神奈川県藤沢市長後678番地へ移転

昭和60年４月 小学校５年生を対象としたクラスを廃止し、従来の小学生部門の補習塾的性格から、高校受験の

みに的を絞った、小学校６年生から中学校３年生までの４年間コースの高校受験専門塾としてス

タート

昭和63年３月 Ｈｉ－ＳＴＥＰ湘南スクールを神奈川県藤沢市南藤沢(ＪＲ藤沢駅前)に設置し、難関国私立高校

と県立上位校受験を目指したハイレベルな教室としてスタート 

教師の正社員化をほぼ終了し、一部の英会話講師以外は専任とする

昭和63年６月 教材編集部門を分離独立させ、株式会社アイ・アム(株式会社ステップ教育研究所)を設立(当社

出資比率40％)

平成元年３月 本社を神奈川県藤沢市朝日町10番地12に移転

平成元年４月 １クラス定員を従来の24名から20名に縮小し、一人一人の生徒に目の届く生徒指導の充実をはか

る３年計画をスタート

平成３年７月 従来より当社使用教材の印刷・製本を委託していた有限会社エスピー出版(株式会社エスピー出

版)の持分を取得し、100％子会社とする 

また、株式会社アイ・アム(株式会社ステップ教育研究所)の株式を追加取得し、100％子会社と

する

平成３年10月 社名を株式会社ステップに変更

平成４年２月 本社を神奈川県藤沢市湘南台１丁目14番地の17へ移転

平成４年４月 １クラス定員24名から20名への移行が終了し、全学年１クラス定員20名となる

平成７年３月 神奈川県藤沢市南藤沢に現役高校生を対象とした「大学受験ＳＴＥＰ」を開校

平成７年６月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成８年11月 総合デジタル通信網による全スクール(含本部)ネットワーク完成

平成９年７月 本社を神奈川県藤沢市湘南台２丁目１番地の19へ移転

平成11年６月 学習塾サービス評価(社団法人全国学習塾協会認定)でAAAのランクを取得 

また、プライバシーマーク(財団法人日本情報処理開発協会および社団法人全国学習塾協会認定)

使用許諾を得る

平成14年６月 退職金制度を、確定拠出型年金および前払報酬制度の併用による新制度に移行

平成15年11月 100％子会社である株式会社ステップ教育研究所及び株式会社エスピー出版を吸収合併

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年３月 小学校５年生を対象としたクラスをスタートし、小学校５年生から中学校３年生までの５年間一

貫した高校受験コースの充実をはかる 

同時に、小学校５年生及び６年生については、１クラス定員を16名とし、さらに一人一人の生徒

に目の届くきめ細やかな生徒指導をすすめる



３ 【事業の内容】 

当社は、学習塾経営及び教材の制作・編集、印刷・製本を行っております。 

当社の主な事業内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

以上の当社の事業内容について図示すると次のとおりであります。 
  

 

  

事業部門の名称 事業の内容

小中学生部門
小学５年生から中学３年生を対象とした高校受験コースとして、国語、数学

(算数)、英語、理科、社会の指導を行っております。

現役高校生部門
高校１年生から３年生の現役高校生を対象とした大学受験コースとして、国

語、数学、英語、理科、社会の指導を行っております。

教材制作・印刷部門

教材研究部は、教材の原稿及び原版の制作をしております。印刷・配送セン
ターは、教材を中心とした各種印刷及び製本,また授業で使用する物品の配送
をしております。 
 なお、教材収入は、学習塾各部門の売上高に含まれております。



４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に、年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に、年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業部門別 従業員数(人)

教務部門

小中学生部門 335 (33)

現役高校生部門 75 (23)

事務部門 27 (132)

合計 437 (188)

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

437
(188)

33.0 6.8 5,642,724



第２ 【事業の状況】 

当社の消費税等の会計処理は税抜方式によっているため、この項の記載金額には消費税等は含まれて

おりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

今春の高校入試におきましては、県内公立高校トップ高校への合格人数を1,212名として県内塾別合

格実績No.1の座を堅持するとともに、当社生徒の県内公立高校合格者の40.2％がトップ高校に合格する

など、昨春に引き続き県内他塾を圧倒する実績を残すことができました。なかでもトップ高校の象徴で

ある自校作成入試問題導入校での入試結果に抜群の強さを示し、他塾との差別化をさらに推し進めるこ

とができました。当社にとって巨大な潜在的マーケットと予想される横浜地区の伝統高校、人気高校で

の合格人数をさらに伸ばした実績は、当社の入試実力勝負における優位性を際立たせ、同地域に広く認

知されるところとなってきており、当社のブランド力向上に大きなプラス効果をもたらしつつあると考

えております。  

 しかしながら、当社の特徴であり強みは、このような合格実績ばかりでなく、当社のバックボーンと

なっております「高い技量と豊富な知識を備えたプロ教師が、日々研鑽を怠らず、一人一人の生徒と真

正面から向き合い、学習指導、進学相談に日々真摯に取り組んでいく」基本姿勢を地元地域の皆様にご

支持いただくことにあると考えております。  

 したがいまして、決して現状に甘んじることなく、これまで以上に各教師が自己研鑽に励み、一つ一

つの授業を大切にすることはもちろんのこと、来春以降も見直しが予想される県内公立各高校の入試シ

ステム・運営の実際(入試比率の調整、自校作成入試問題導入校の増加・問題の難化など)へのきめ細か

な対応に加え、塾生通学圏内にあります難関国私立高校入試に積極的に向かう受験指導体制を強化いた

してまいります。その一端といたしまして６月、難関国私立高校、独自入試を実施している公立トップ

高校の受験指導を主たる目的とするHi-STEP横浜スクールをＪＲ横浜駅前に開校いたしました。  

 現役高校生部門につきましては、学習塾としての強みを発揮して、教務・運営体制の見直し・改善に

よる質的向上を図り、競争力強化に邁進いたしております。  

結果、現状では小中学生部門が85スクール、現役高校生部門は9校、個別指導部門「free STEP」3校の

計97校体制となっております。  

 生徒数に関しましては、小中学生部門、現役高校生部門ともに学年による違いは大きいものの、総体

的には予想に沿ったレベルの安定的な推移を見せており、期中平均前年同期比約6.8％増となっており

ます。   

 以上の結果、当事業年度の売上高は6,299百万円（前年同期比5.4％増）、営業利益は1,283百万円

（前年同期比3.8％増）、経常利益は1,292百万円（前年同期比5.6％増）、当期純利益は765百万円（前

年同期比15.7％増）となりました。  



事業部門別の売上高は、次の通りであります。  

小中学生部門  

 小中学生部門は生徒数が期中平均で7.8％の増加等により、5,236百万円（前年同期比6.5％増）と

なりました。  

現役高校生部門  

 現役高校生部門は生徒数が期中平均で1.0％の増加等により、1,063百万円（前年同期比0.2％増）

となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

 当事業年度における現金及び現金同等物は1,404百万円と前年同期と比べ405百万円（40.6％増）の増

加となりました。  

  

営業活動によるキャッシュ・フロー  

  営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額による支出が529百万円ありました

が、税引前当期純利益が1,321百万円であったことにより、1,034百万円の収入となり前年同期と比

べ16百万円（1.6％増）の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、主として移転スクール及び新スクール開校に伴う有形固

定資産の取得による支出がありましたが、有形固定資産の売却等による収入により77百万円の支出

となり前年同期と比べ556百万円（87.8％減）の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金による収入はありましたが、それを上回る長期借

入金の返済及び配当金の支払により550百万円の支出となり前年同期と比べ78百万円（16.6％増）

の増加となりました。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績及び受注実績 

当社は、生徒に対して授業を行うことを業務としておりますので、生産及び受注の実績は、該当事項

はありません。 

  

(2) 販売実績 

当事業年度における販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
  

事業部門の名称
第29期

(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

前年同期比(％)

小中学生部門(千円) 5,236,631 106.5

現役高校生部門(千円) 1,063,060 100.2

合計 6,299,692 105.4



３ 【対処すべき課題】 

中長期的な経営戦略を推進するための当面の課題として、以下の３項目に特に注力し、これまで以上に

積極的に取り組んでまいります。 

(1) 教師育成制度の強化 

教師育成のかなめとして長年に亘って組織的・恒常的に実施し、当社の文化として根付いております

研修制度ですが、これをより一層実際的・効果的とするためのシステム充実、研修担当者養成を全社挙

げてすすめており、着実に成果をあげつつあります。加えて、本部専属スタッフによる授業監査制度

は、スクール運営・授業の実状掌握および現場への継続的・タイムリーな指導・サポート体制として重

要な柱のひとつとなっており、さらにその有効活用を図ることによって今後より一層高品質の学習サー

ビスの提供が可能になるものと考えております。 

(2) 採用活動の強化 

中長期経営戦略のひとつであります採用活動強化のため、人事採用部門の人材養成を積極的に推し進

める一方、採用活動ノウハウの体系的・合理的な見直し・向上を図り、従来同様あるいはそれ以上の優

秀な人材の採用に力を尽くしてまいります。 

(3) 新規開校開発体制の強化 

小中学生部門は従来通りドミナント戦略に沿いつつ、効率的・効果的なスクール展開を実現するため

のノウハウの蓄積に努め、中長期的視点からの新規校舎開校を、移転も含めた旧校舎のリニューアルと

ともに進めております。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1) 少子化の進展 

学習塾業界全体が直面する問題といわれる少子化傾向は、昨今の社会情勢を見る限り容易には変化し

難い面があると思われます。この直接の影響として、一般には学習塾全体として在籍生徒人数の頭打

ち、あるいは減少が可能性として考えられておりますので、リスクの一つとして計上いたします。  

 しかし、当社の認識としてこの少子化の反映と現状で言えますのは、通塾に対する考え方、ニーズの

二極化ということであります。すなわち、一世帯あたりの子供の数が減ってきているため、教育に対す

る高い意識のもと早期から質の高い学習機会と結果を求めて教育投資を惜しまない層と、逆に「ゆとり

教育」を是としないまでも学校外学習を積極的には選択せず、通塾を受験に関わる範囲で最低限度に抑

えようとする層です。したがいまして、当社は「高い教務力を持った専門的な人材による高品質の学習

サービスの提供」とその結果としての県内他塾を圧倒する合格実績をこれまで以上に徹底して追求する

ことによって、学習塾に対する関心の高い前者の層への訴求力を今後も維持、発展させていくことが重

要と考えており、またそうしてまいる所存です。  

(2) 敷金・保証金の保全、回収 

当社が展開する各スクール校舎のうち賃借物件の賃借条件に関しましては、近隣相場を参考に合理的

にして妥当な内容、かつ採算性を考慮した水準で締結しておりますが、同時に賃貸人の信用度も重視い

たしております。また、契約締結後につきましても、定期的に賃借条件の見直し、賃貸人の信用調査を

実施いたしております。  

 しかしながら、賃貸人の信用調査につきましては必ずしも常に完璧とは言い難い面もあり、また調査

の結果で問題点を認識いたしましても、賃貸人の状況によりましては敷金・保証金の保全、回収に一部



支障をきたし兼ねないケースも可能性として想定されると言わざるを得ません。  

(3) 個人情報の管理 

当社は事業の性格上、在籍生徒およびそのご家庭に関する膨大な情報を保有しており、従来からその

収集、管理、利用に関しましては厳格なルールと厳重なシステムのもと細心の注意を払っております。

結果、経済産業省が後援し、社団法人全国学習塾協会が実施いたしております学習塾のサービス格付け

におきまして、本制度スタート以来一貫して全国トップレベルの評価をいただき、最高ランク(ＡＡＡ)

の認定を取得いたしております。また、経済産業省の外郭団体であります財団法人日本情報処理開発協

会と社団法人全国学習塾協会が認定するプライバシーマーク使用許諾も得ております。もちろん、現状

のセキュリティー体制下では、生徒ないしご家庭に関する情報が社外に流出するという問題は現在まで

は一切発生いたしておりません。  

 しかし、テクノロジーの日進月歩の進歩、その悪用による不測の事態に関しましては、可能性として

リスクの一つに挙げざるを得ないところであります。  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

① 資産 

当事業年度末の総資産は、前事業年度末比284百万円増の9,816百万円となりました。  

  流動資産は、現金及び預金380百万円増などの結果、前事業年度末比392百万円増の1,611百万円と

なりました。  

 固定資産は、新規開校スクール及びスクール移転用有形固定資産の取得326百万円などの一方、200

百万円の減価償却実施、208百万円の有形固定資産除売却などの結果、前事業年度末比107百万円減の

8,204百万円となりました。  

② 負債 

流動負債は、一年返済予定長期借入金69百万円減などの一方、未払金及び未払消費税等の54百万円

増などの結果、前事業年度末比17百万円増の1,080百万円となりました。  

固定負債は、長期借入金272百万円減などの結果、前事業年度末比281百万円減の687百万円となりま

した。  

 この結果、負債合計は、前事業年度末比264百万円減の1,767百万円となりました。  

③ 純資産 

純資産は、当期純利益が765百万円となったことによる利益剰余金557百万円増の結果、前事業年度

末の純資産の残高に比べ548百万円増の8,048百万円となりました。そのため、自己資本比率は前事業

年度末比3.3ポイントアップの82.0％となりました。 



④ キャッシュ・フロー 

当事業年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 1 業績等の概要

(2)キャッシュ・フローの状況」に記載したとおりであります。 

なお、当社のキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。 

  

 
(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

１ 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

２ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

３ 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。 

  

(2) 経営成績の分析 

当事業年度の売上高実績は、期中平均6.8％の生徒人数増を反映して6,299百万円（前事業年度比

5.4％増）となりました。 

 売上原価は社員の増加による人件費増などにより254百万円増となりました。 

 販売管理費はチラシ等の広告宣伝費増により20百万円増となりました。 

 結果、営業利益は1,283百万円（前事業年度比3.8％増）となり、営業利益率は当社の経営指標である

20％を上回る、20.4％となりました。 

 また、経常利益は1,292百万円（前事業年度比5.6％増）となり、固定資産売却益による特別利益があ

ったこと等により当期純利益は765百万円（前事業年度比15.7％増）となりました。 

 したがいまして、当事業年度の配当は、１株当たり当期純利益51円33銭を反映いたしまして配当性向

29.2％相当となります15円を実施いたします。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因 

生徒たちの学力向上へ向けた努力に対する惜しみないサポートに務め、もって社会へ貢献することを

基本理念とする当社にとりましては、「高い教務力を持った専門的な人材による高品質の学習指導サー

ビスの提供」を徹底して追究することが基本戦略であり、それを担う有為な人材が不可欠との認識のも

と、組織的・恒常的な採用・育成活動を積極的に継続いたしております。  

  また、実績に裏付けられた強力なブランド化戦略をメインに据えた市場戦略を今後も積極的に展開い

たしてまいります。  

 小中学生部門に関しましては、ここ数年、小学校高学年から中学校１年生を中心に「学習」、「教

育」に対する考え方におきましてご家庭が二つの層に分化していく傾向があらわれております。その一

つは、学校外教育の場における学習の重要性を強く感じられた層（特に小学校高学年）が、通塾開始時

期を早めたり、私立中学受験熱を下支えしているという現象に見られます。一方、現状の緩やかなカリ

キュラムに問題を感じないご家庭が、「入試はまだ先」と早い時期での通塾を選択肢としなくなってい

前事業年度
(平成18年９月30日)

当事業年度 
(平成19年９月30日)

自己資本比率(％) 78.7 82.0

時価ベースの自己資本比率(％) 77.0 66.9

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％) 1.1 0.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 83.3 110.9



る流れがもう一つであります。また、内申書への絶対評価の導入とそれが高校入試選抜資料としてそ

のまま採用されることに対する不信感、不合理感など、学校教育の現状と未来に対する不透明感、不安

感が広まっている一方で、同じ絶対評価導入の結果、総体的に以前に比べて内申点が上昇したことや、

従来の三学期制（定期テスト実施年５回、内申書発行年３回）に比べ、定期テストの実施回数、内申書

の発行回数が減り（それぞれ年４回、年２回に減少）、かつそれが夏休み・冬休み前に行われない二学

期制が広まってきているため、保護者及び生徒自身による学習状況、学力到達度の把握が遅れ、通塾に

対する考え方、ニーズや夏期講習・冬期講習への参加意欲も分化していく様相を呈しております。  

 そのような中、当社はもともと公立高校の基盤が比較的強固な地域を中心にドミナント展開を行って

きた強みとその公立高校の変革、入試改革による魅力向上を追い風として積極的に生かし、さらに難関

国私立高校への合格実績とあいまって、ブランド化戦略の深化を図っております。  

 現役高校生部門は、学習塾の市場の中では未だ充分に開拓されているとは言い難く、今後の伸長が見

込まれ得る分野と認識いたしており、今後も重要なセクターと位置づけております。  

 当面は、県内公立高校旧学区割りを目処に中規模程度の校舎を展開し、現役高校生対象の予備校ネッ

トワークの構築を計画的に進めてまいります。今後とも小中学生部門と並ぶ経営の柱として発展を図っ

てまいりたいと考えております。  

  

(4) 経営戦略の現状と見通し 

長期的に少子化ないし少子社会にある学習塾業界は、全体としては厳しい環境下にあると言わざるを

得ませんが、当社にとりましては開拓すべきニーズ、深耕すべきマーケットは確実に存在すると考えて

おります。当事業年度の募集状況を振り返りますと、結果的には危なげない推移となっておりますが、

現状に甘んずることなく今後とも業容の拡充に工夫をこらす所存です。 

 来期につきましては、県立高校における独自入試採用校の増加、選抜基準・入試比率の継続的見直

し、学区撤廃の浸透等の影響、さらにそれが入試選抜における県内私立高校の公立高校に対する競争力

に一石を投じかねない状況を含めた入試事情全般にもたらす変化の波をうまく捉え、他塾を凌駕する当

社の教務力を十分に発揮して、より一層の合格実績の伸張、ブランド力の向上を図りたいと考えており

ます。そのため、授業内容のさらなる高品質化とそのための人材育成を生命線として強力に推進する一

方、教務上の優位性を有効に活かしながら営業基盤の地域的強化をめざしてまいります。 

 着実な成長を続ける現役高校生部門ですが、今後ともこの勢いを維持するとともに、小中学生部門同

様の授業内容の高品質化とそのための人材育成をより一層組織的・継続的に推し進めるため、資金と人

材を合理的に投入して教務力向上に邁進し、競争力の強化に努めます。 

  



第３ 【設備の状況】 

当社の消費税等の会計処理は、税抜方式によっているため、この項の記載金額には消費税等は含まれ

ておりません。 

  

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資総額は345,788千円（うち建物貸借保証金19,616千円）であり、小中学生部門及

び現役高校生部門の営業拡大及び設備の改善を目的に実施しております。 

 その主なものは、高校受験さがみ野スクール及び高校受験渕野辺スクールの移転に伴う建物の建築費用

205,851千円であります。 

２ 【主要な設備の状況】 

当社における主要な設備は次のとおりであります。 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、器具備品を含んでおります。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に、年間の平均人員を外数で記載しております。 

３ スクール97校うち70校は校舎を賃借により使用しております。 

４ 上記のほか、リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

事業部門の 
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
差入保証金 その他 合計

スクール97校 
(神奈川県藤沢市他)

小中学生 
部門 
現役高校生 
部門

教室 2,349,585 3,859
2,470,766

(6,365)
428,154 198,458 5,450,824

410
(146)

本部 
(神奈川県藤沢市)

全社(共通) 管理業務 155,438 803
237,447

(330)
― 17,113 410,802

22
(21)

社員寮17棟 
(神奈川県藤沢市他)

全社(共通) 社員寮 291,556 ―
1,464,940

(2,771)
3,450 24 1,759,971

―
(―)

保養所２ヶ所 
(静岡県熱海市)

全社(共通) 福利厚生施設 8,122 ―
31,648

(58)
― ― 39,770

―
(―)

印刷・配送センター 
(神奈川県藤沢市)

全社(共通)

教材等印刷・

製本及び教

材・物品等の

配送

47,935 15,572
―

(―)
― 244 63,752

4
(7)

教材研究部 
(神奈川県藤沢市)

全社(共通) 教材制作 1,557 ―
―

(―)
2,400 44 4,002

1
(14)

湘南シーサイドラボ 
(神奈川県茅ヶ崎市)

全社(共通)
理科実験 
合宿設備

23,963 ―
212,635

(889)
― 10,109 246,709

―
(―)

名称
数量 
(台数)

リース期間
(年)

年間リース料
(千円)

リース契約残高 
(千円)

器具備品 80 5 3,778 10,052



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当事業年度末における重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

  

 
  

事業部門の 
名称

事業所名 所在地 設備の内容
投資予定
総額 
(千円)

既支払額
(千円)

資金調達
方法

着手予定年月 完了予定年月

小中学生部門
当社高校受験 
渕野辺スクール移設

神奈川県 
(相模原市)

建物・設備
備品

285,000 180,158 自己資金 ― 平成19年11月

小中学生部門
及び現役高校
生部門

当社高校受験・大学受
験スクール移設

神奈川県  
(藤沢市)

土地 1,325,000 ― 借入金 ― 平成19年11月

建物・設備
備品

1,000,000 ―
借入金
自己資金

平成20年６月 平成21年11月

全社(共通)
湘南シーサイドラボ別
館

神奈川県  
(茅ヶ崎市)

土地・建物 81,500 10,000 自己資金 ― 平成19年10月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １株を４株に株式分割 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 46,880,000

計 46,880,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,320,000 15,320,000
ジャスダック
証券取引所

―

計 15,320,000 15,320,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成16年11月19日 (注) 11,490 15,320 ─ 1,329,050 ─ 1,402,050



(5) 【所有者別状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 自己株式400,000株は、「個人その他」に400単元を含めて記載しております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は817,000株で

あります。 

２ 上記のほか、自己株式400,000株（2.61％）があります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品 
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 11 11 27 1 ― 1,158 1,208 ―

所有株式数 
(単元)

― 1,788 88 2,858 32 ― 10,550 15,316 4,000

所有株式数 
の割合(％)

― 11.64 0.57 18.63 0.20 ― 68.96 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

㈲ケー・プランニング 神奈川県茅ヶ崎市浜竹３丁目４番55号 2,608,000 17.02

龍井 郷二 神奈川県茅ヶ崎市 2,242,800 14.63

龍井 喜久江 神奈川県茅ヶ崎市 1,761,600 11.49

日本トラスティ・サービス信託  
銀行㈱

東京都中央区晴海１丁目８番11号 817,000 5.33

ＳＴＥＰ社員持株会 神奈川県藤沢市湘南台２丁目１番地の19 775,880 5.06

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区 520,000 3.39

㈱横浜銀行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行㈱）

東京都中央区晴海１－８－12
(東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－４ 
日本証券代行㈱資産管理チーム横浜）

320,000 2.08

セコム損害保険㈱ 東京都千代田区平河町２丁目６番２号 180,000 1.17

第一生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行㈱)

東京都中央区晴海１－８－12
(東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－４ 
 日本証券代行㈱資産管理チームDGA)

180,000 1.17

中央三井信託銀行㈱ 
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行㈱)

東京都中央区晴海１－８－11
(東京都中央区晴海１丁目８番11号)

180,000 1.17

計 ― 9,585,280 62.56



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構の株式が1,000株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 
普通株式 400,000 ― ―

完全議決権株式(その他)
 
普通株式 14,916,000 14,916 ―

単元未満株式
 
普通株式 4,000 ― ―

発行済株式総数 15,320,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,916 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

㈱ステップ
神奈川県藤沢市湘南台 
２－１－19

400,000 ― 400,000 2.61

計 ― 400,000 ― 400,000 2.61



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

 
  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
  

【株式の種類等】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 400,000 ― 400,000 ―



３ 【配当政策】 

当社は、有効な資金活用による安定的・継続的な成長実現を通して株主の皆様のご期待に応えられるよ

う長期的視点から配当を行うことを基本方針としております。配当につきましては従来通り業績に応じて

柔軟に行うことを予定いたしております。現状、配当性向につきましては30％を目安にいたしておりま

す。 

 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

  当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり15円と

し、期末配当で15円としております。この結果、当期の配当性向は29.2％となりました。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争

力を高め、営業地域・分野の拡大・充実のために有効投資してまいりたいと考えております。  

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) １ 高・ 低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。 

２ □印は、株式分割(無償)権利落後の株価であります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成19年５月８日
─ ─

取締役会決議

平成19年12月21日
223,800 15

定時株主総会決議

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月

高(円) 1,240
2,500
□490

531 600 515

低(円) 780
1,100
□431

350 402 433

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 498 502 498 498 496 470

低(円) 467 481 482 485 445 433



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

龍 井 郷 二 昭和24年２月22日生

昭和50年１月 ステップ学習教室(個人経営)創業

(注)2 2,242

昭和54年９月 株式会社ステップ学習教室設立

(現 株式会社ステップ)代表取締

役社長就任

昭和57年７月 取締役就任

昭和60年６月 代表取締役社長就任(現任)

平成元年10月 有限会社ケー・プランニング代表

取締役社長就任(現任)

平成４年４月 当社教務本部長

代表取締役 
専務

総務本部長 龍 井 喜久江 昭和23年11月29日生

昭和50年１月 ステップ学習教室(個人経営)創業

(注)2 1,761

昭和54年９月 株式会社ステップ学習教室設立

(現 株式会社ステップ)取締役就

任

昭和57年７月 代表取締役社長就任

昭和60年６月 取締役就任

平成元年10月 有限会社ケー・プランニング取締

役就任(現任)

平成２年12月 当社代表取締役就任

平成４年４月 総務本部長(現任)

平成６年５月 代表取締役専務就任(現任)

取締役

大和ブロッ

ク長・事務

局長

池  永  郁  夫 昭和31年４月29日生

平成４年３月 当社入社

(注)2 25

平成４年４月 湘南深沢スクール室長

平成５年４月 大和ブロック長

平成６年５月 取締役就任(現任)

平成９年４月 藤沢ブロック長兼事務局長

平成10年４月 藤沢・辻堂ブロック長兼事務局長

平成11年４月 藤沢・辻堂・小田原ブロック長兼

事務局長

平成13年４月

平成19年４月

藤沢・辻堂ブロック長兼事務局長

大和ブロック長兼事務局長（現

任）

取締役
大学受験 

ブロック長
中 川 慎 一 昭和31年10月27日生

平成６年４月 当社入社

(注)2 9
平成10年４月 大学受験茅ヶ崎校室長

平成18年４月 大学受験ブロック長(現任)

平成18年12月 取締役就任(現任）

常勤監査役 高 野 良 和 昭和22年２月16日生

昭和60年７月 株式会社教育創造センター(現 

株式会社ステップ)入社 (注)3 9

平成６年12月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 大八木 信 義 昭和28年３月30日生

昭和56年10月 株式会社大八木商会入社

(注)3 ─

昭和58年10月 同社取締役就任

平成７年１月 有限会社小浜土地建物(現 株式

会社小浜土地建物)代表取締役社

長就任(現任)

平成12年12月 当社監査役就任(現任)



 
(注) １ 監査役 大八木信義及び澤口明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年９月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年９月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

３ 監査役高野良和及び大八木信義の任期は、平成19年９月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年９月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。 

また、監査役澤口明の任期は、平成19年９月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年９月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。 

     ４ 代表取締役専務 龍井喜久江は代表取締役社長 龍井郷二の配偶者であります。 

     ５ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。 

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

 
(注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 澤 口   明 昭和23年７月14日生

昭和42年４月 株式会社門倉組入社

(注)3 ─

平成２年４月 同社取締役就任

平成16年３月 有限会社エー・プラス１代表取締

役社長就任(現任)

平成16年12月 当社監査役就任(現任)

計 4,047

氏名 生年月日 略歴  任期
所有株式数 
(千株)

松 田 修 二 昭和24年２月15日生 昭和56年６月 なぎさ書房設立代表(現任) (注) ─



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、公正にして透明性の高い経営の実現を重要課題の一つと認識し、時代の要請に応じたコーポレ

ート・ガバナンスの機能拡充と全社的なコンプライアンス体制の強化に努めております。 

このような視点から、当社ホームページへの最新情報の掲載も含めたタイムリーなディスクロージャー

を重視し、継続的なＩＲ活動を重ねております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

取締役会は平成19年９月30日現在４名の取締役で構成されており、社外取締役は選任いたしており

ません。取締役会は定例会議を原則月一回開催し、法令で定められた事項及び経営に関する重要付議

事項を迅速に審議、決定するとともに、業務執行の監督を行っております。定例会議には、常勤監査

役及び社外監査役も原則として出席しております。 

当社は監査役制度を採用しており、監査役制度の充実・強化のため監査役３名のうち２名を社外監

査役といたしております。監査役は取締役等から重要事項の報告を受けるとともに、業務執行状況を

監視し、監査法人との連携を通じて、その実効性を高めることに努めております。 

また、取締役及び幹部社員を含めた運営会議を毎月一回は開催し、取締役会決定事項の趣旨伝達、

執行具体策の討議・決定と執行指示の徹底及び情報の共有化を図っております。 

  

経営上の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制は

以下のとおりです。 

  



② 内部統制システムの整備の状況 

当社は、組織規程及び業務分掌規程をはじめとする各種規程を整備しており、各職位が明確な権限

と責任を持って業務を遂行することで内部統制が図られております。 

また、内部統制システムの有効性の検証として、内部監査チームによる内部監査が実施されており

ます。内部監査チームは、社長の指名によって任命された者４名で構成され、必要な監査・調査を実

施しております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査につきましては、社長の指名によって任命された者４名で構成されております。内部監査

チーム４名のうち社長に直接報告を行う内部監査責任者を指名し、内部監査規程に則って毎年度計画

に基づき内部監査を実施しております。 

監査役監査につきましては、常勤監査役１名及び社外監査役２名により取締役の職務執行状況の業

務監査を、会計監査のみならず取締役の行為全般にわたり行っております。監査役は、株主をはじめ

とする全てのステークホルダーを保護すべく、常時適法性の確保に努めております。また、会計監査

人による監査結果については、相互に意見交換を行っております。 

④ 会計監査の状況 

会計監査は株主総会において選任された監査法人トーマツに委嘱しており、取締役が作成した財務

諸表等により企業内容の適正性や財務諸表等の作成過程における内部統制の有効性を評価し、財務諸

表の適否に係る意見表明を行うといった通常の会計監査のほか、会計上の課題について随時指導を受

けることにより、適切な開示に向けた会計処理の改善等に努めております。 

業務を遂行した公認会計士の名前、所属する監査法人及び継続監査年数は次のとおりです。 

監査法人 トーマツ 

指定社員 業務執行社員 米澤 英樹 

指定社員 業務執行社員 日下 靖規 

(注) 継続監査年数については、全員７年以内であります。 

監査補助者の構成 

公認会計士  ２名 

会計士補等  ４名 

その他    ２名 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の取締役は４名おりますが、社外取締役に該当する者はおりません。監査役につきましては３

名のうち２名が社外監査役で、そのうち１名は当社との間に営業取引関係があります。営業取引関係

の内容につきましては、関連当事者との取引に記載しております。 

  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社では、予見しうるリスクに関しましては、当該リスク関係部署の専任担当者が定期的にリスク発

生状況をモニタリングし、結果を部署責任者、運営会議、取締役会まで報告し、全社レベルでの把握、

対応策の検討が行われ、実際の問題解決には組織的に当たる体制をとっております。予見不可能な緊急

のリスク発生に対しましては、その認識に即応して関係部署責任者から運営会議構成メンバーないし事

案によっては取締役に迅速な報告を行い、その指揮、命令のもとに問題解決に当たるルートを構築いた

しております。 

なお、その過程におきまして必要な場合には、適法かつ効果的な対応を実現するため、弁護士、監査

法人等の公正、的確な助言、指導を受けております。 

  

(3) 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額 73,005千円（退任取締役１名分を含む） 

監査役の年間報酬総額 11,503千円 

上記のほか、使用人兼務取締役に対する使用人給与・賞与相当額（退任取締役分を含む）21,950千円

を支給しております。 

上記のほか、役員賞与を取締役３名に10,000千円支給しております。  

 上記のほか、退任役員に役員退職慰労金10,100千円を支給しております。 

  

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬11,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬の支払はありません。 

  

(5) 取締役の定数 



  当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。 

  

(6) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

  

(7) 社外監査役の責任限定契約 

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外監査役との間において、会社法第423条第１項の損害賠

償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項各号の

最低責任限度額とする契約を締結しております。 

  

(8) 自己の株式の取得 

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場

取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

  

(9) 中間配当の決定機関 

当社は、取締役会の決議によって、毎年３月31日を基準日として中間配当をすることができる旨を定

款で定めております。 

  

(10) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議は、当該株主総会において議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をも

って行う旨を定款で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することによ

り、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年10月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日

まで)の財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度(平

成18年10月１日から平成19年９月30日まで)の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けて

おります。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年９月30日)

当事業年度 
(平成19年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 874,560 1,254,996

 ２ 未収授業料等 37,859 30,708

 ３ 有価証券 126,840 151,678

 ４ 教材等 34,690 31,746

 ５ 前払費用 80,685 84,226

 ６ 繰延税金資産 55,480 55,720

 ７ その他 9,308 2,805

 ８ 貸倒引当金 △212 △411

   流動資産合計 1,219,212 12.8 1,611,470 16.4

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 ※１ 4,704,925 4,712,663

    減価償却累計額 ※３ 1,794,559 2,910,366 1,888,850 2,823,813

  ２ 構築物 124,546 126,111

    減価償却累計額 ※３ 69,948 54,597 71,764 54,346

  ３ 機械及び装置 41,206 46,363

    減価償却累計額 27,951 13,255 28,192 18,171

  ４ 車両運搬具 13,813 13,813

    減価償却累計額 10,671 3,142 11,749 2,064

  ５ 器具備品 194,270 182,763

    減価償却累計額 ※３ 151,945 42,324 146,926 35,836

  ６ 土地 ※１ 4,484,247 4,417,437

  ７ 建設仮勘定 54,234 190,158

   有形固定資産合計 7,562,169
79.3

 
7,541,828 76.8

 (2) 無形固定資産

  １ 電話加入権 22,298 22,298

  ２ その他 30,368 24,354

   無形固定資産合計 52,666 0.6 46,653 0.5

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 81,850 24,370

  ２ 長期貸付金 28,372 25,120

  ３ 従業員長期貸付金 ─ 800

  ４ 長期前払費用 9,379 12,108

  ５ 繰延税金資産 113,246 95,097

  ６ 差入保証金 429,303 434,004

  ７ その他 35,344 24,674

   投資その他の資産合計 697,496 7.3 616,176 6.3

   固定資産合計 8,312,332 87.2 8,204,658 83.6

   資産合計 9,531,544 100.0 9,816,129 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年９月30日)

当事業年度 
(平成19年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 一年内返済予定 
   長期借入金

※１ 413,584 344,333

 ２ 未払金 48,838 72,976

 ３ 未払費用 111,884 123,757

 ４ 未払法人税等 289,962 293,067

 ５ 未払消費税等 39,516 69,727

 ６ 前受授業料等 4,693 9,821

 ７ 預り金 94,489 109,042

 ８ 前受収益 2,925 2,881

 ９ 賞与引当金 43,081 50,282

 10  役員賞与引当金 10,000 ─

 11 その他 3,893 4,552

   流動負債合計 1,062,869 11.1 1,080,443 11.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 724,121 451,988

 ２ 役員退職慰労引当金 234,990 224,890

 ３ その他 9,627 10,205

   固定負債合計 968,738 10.2 687,083 7.0

   負債合計 2,031,608 21.3 1,767,526 18.0



 
  

前事業年度
(平成18年９月30日)

当事業年度 
(平成19年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,329,050 13.9 1,329,050 13.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 1,402,050 1,402,050

    資本剰余金合計 1,402,050 14.7 1,402,050 14.3

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 137,027 137,027

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 97,800 97,800

    繰越利益剰余金 4,616,552 5,173,561

    利益剰余金合計 4,851,379 50.9 5,408,388 55.1

 ４ 自己株式 △87,800 △0.9 △87,800 △0.9

   株主資本合計 7,494,679 78.6 8,051,688 82.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

5,256 △3,086

   評価・換算差額等合計 5,256 0.1 △3,086 △0.0

   純資産合計 7,499,936 78.7 8,048,602 82.0

   負債純資産合計 9,531,544 100.0 9,816,129 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 5,978,025 100.0 6,299,692 100.0

Ⅱ 売上原価 4,193,532 70.1 4,448,302 70.6

   売上総利益 1,784,492 29.9 1,851,389 29.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 247,699 269,345

 ２ 貸倒損失 423 549

 ３ 貸倒引当金繰入額 212 411

 ４ 役員報酬 83,665 84,508

 ５ 給与手当 74,558 77,646

 ６ 賞与 15,599 15,163

 ７ 賞与引当金繰入額 1,581 1,604

 ８ 役員賞与引当金繰入額 10,000 ―

 ９ 退職給付費用 900 930

 10 役員退職慰労引当金 
   繰入額

2,910 ―

 11 福利厚生費 14,881 16,275

 12 減価償却費 9,676 10,717

 13 支払手数料 27,548 31,318

 14 租税公課 30,699 31,169

 15 その他 26,896 547,253 9.2 27,935 567,575 9.0

   営業利益 1,237,238 20.7 1,283,814 20.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2,325 3,145

 ２ 受取賃貸料 57,616 56,902

 ３ その他 10,047 69,989 1.2 16,435 76,484 1.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 12,573 9,969

 ２ 賃貸費用 70,741 53,858

 ３ その他 120 83,436 1.4 3,846 67,674 1.1

   経常利益 1,223,792 20.5 1,292,624 20.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ ─ 38,232

 ２ 投資有価証券売却益 ─ ─ 13,510 51,743 0.9

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 37,335 20,680

 ２ 保証金等償却損 ─ 2,400

 ３ 減損損失 ※３ 48,680 ─

 ４ 投資有価証券評価損 4,192 90,209 1.5 ─ 23,080 0.4

   税引前当期純利益 1,133,583 19.0 1,321,287 21.0

   法人税、住民税及び 
   事業税

505,492 531,777

   法人税等調整額 △ 33,911 471,581 7.9 23,620 555,398 8.8

   当期純利益 662,002 11.1 765,889 12.2



売上原価明細書 

  

 
  

(注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 人件費

 １ 給与手当 2,012,028 2,128,550

 ２ 賞与 485,950 527,261

 ３ 賞与引当金繰入額 40,614 47,859

 ４ 退職給付費用 32,739 35,576

 ５ その他 377,479 2,948,811 70.3 415,173 3,154,421 70.9

Ⅱ 教材費 221,577 5.3 238,569 5.4

Ⅲ 経費

 １ 消耗品費 41,168 54,215

 ２ 減価償却費 159,042 155,812

 ３ 地代家賃 568,526 583,890

 ４ その他 254,406 1,023,143 24.4 261,392 1,055,311 23.7

   売上原価 4,193,532 100.0 4,448,302 100.0

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

売上原価は、スクール運営に関する費用であります。 同左



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成17年12月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年９月30日残高(千円) 1,329,050 1,402,050 1,402,050

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注）

 当期純利益

 株主資本以外の項目の  
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) － － －

平成18年９月30日残高(千円) 1,329,050 1,402,050 1,402,050

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年９月30日残高(千円) 137,027 97,800 4,148,510 4,383,337 △87,800 7,026,637

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △193,960 △193,960 △193,960

 当期純利益 662,002 662,002 662,002

 株主資本以外の項目の  
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) － － 468,042 468,042 － 468,042

平成18年９月30日残高(千円) 137,027 97,800 4,616,552 4,851,379 △87,800 7,494,679

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年９月30日残高(千円) 3,068 3,068 7,029,706

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △193,960

 当期純利益 662,002

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

2,188 2,188 2,188

事業年度中の変動額合計(千円) 2,188 2,188 470,230

平成18年９月30日残高(千円) 5,256 5,256 7,499,936



当事業年度(自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
注）平成18年12月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年９月30日残高(千円) 1,329,050 1,402,050 1,402,050

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注）

 当期純利益

 株主資本以外の項目の  
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) － － －

平成19年９月30日残高(千円) 1,329,050 1,402,050 1,402,050

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年９月30日残高(千円) 137,027 97,800 4,616,552 4,851,379 △87,800 7,494,679

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △208,880 △208,880 △208,880

 当期純利益 765,889 765,889 765,889

 株主資本以外の項目の  
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) － － 557,009 557,009 － 557,009

平成19年９月30日残高(千円) 137,027 97,800 5,173,561 5,408,388 △87,800 8,051,688

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高(千円) 5,256 5,256 7,499,936

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △208,880

 当期純利益 765,889

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△8,343 △8,343 △8,343

事業年度中の変動額合計(千円) △8,343 △8,343 548,665

平成19年９月30日残高(千円) △3,086 △3,086 8,048,602



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 1,133,583 1,321,287

   減価償却費 206,231 200,540

   減損損失 48,680 ―

   貸倒引当金の増加額(△減少額) △33 199

   賞与引当金の増加額 1,060 7,200

   役員賞与引当金の増加額（△減少額） 10,000 △ 10,000

   役員退職慰労引当金の増加額（△減 
   少額）

2,910 △10,100

   受取利息及び受取配当金 △2,607 △3,459

   支払利息 12,573 9,969

   有形固定資産除売却損 23,531 16,598

   有形固定資産売却益 ― △38,232

   投資有価証券売却益 ― △13,510

   投資有価証券評価損 4,192 ―

   未収授業料等の減少額 13,912 7,151

   教材等の減少額(△増加額) △4,381 2,943

   前払費用の増加額 △428 △4,174

   未払金の増加額(△減少額) △25,245 54,263

   未払費用の増加額 30,355 11,868

   その他 29,928 17,305

    小計 1,484,265 1,569,850

   利息及び配当金の受取額 2,600 3,645

   利息の支払額 △12,217 △9,331

   法人税等の支払額 △456,463 △529,432

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,018,184 1,034,731



  

 
  

前事業年度 当事業年度

(自 平成17年10月１日 (自 平成18年10月１日 
至 平成18年９月30日) 至 平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △610,748 △325,689

   有形固定資産の売却による収入 48 175,824

   投資有価証券の取得による支出 △29,157 △25,866

   投資有価証券の売却による収入 ― 81,176

   貸付けの回収による収入 9,701 3,941

   敷金及び保証金の支出 △3,200 △19,616

   敷金及び保証金の返還による収入 23,836 20,815

   保険積立金満期による収入 ― 16,016

   その他の投資活動支出 △24,653 △4,211

   投資活動によるキャッシュ・フロー △634,173 △77,610

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   長期借入れによる収入 300,000 100,000

   長期借入金の返済による支出 △578,108 △441,384

   配当金の支払額 △193,609 △208,794

   財務活動によるキャッシュ・フロー △471,717 △550,178

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1,005 △1,755

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額（△増加額） △86,701 405,188

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,085,872 999,171

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 999,171 1,404,359



重要な会計方針 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算出）によっており

ます。

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

 時価のないもの

   移動平均法による原価法によっ

ております。

 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

教材等

 主として移動平均法による原価法

教材等

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

  建物 22年～50年

(1) 有形固定資産

同左

（会計処理方法の変更）  

 当事業年度より、法人税法の改正

（所得税法等の一部を改正する法律

（平成19年３月30日 法律第６号）

及び法人税法施行令の一部を改正す

る政令（平成19年３月30日 政令第

83号）)に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。   

 なお、この変更に伴う営業利益、

経常利益、当期純利益に与える影響

は軽微であります。

(2) 無形固定資産

  ソフトウェア(自社利用)

   社内における見込利用可能期間

(５年)における定額法を採用し

ております。

(2) 無形固定資産

  ソフトウェア(自社利用)

同左

  その他

   定額法を採用しております。

  その他

同左

(3) 長期前払費用

  均等償却を採用しております。

(3) 長期前払費用

同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権について貸倒実績率に

より、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち当

期対応分相当額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左



項目

前事業年度 

(自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日)

当事業年度 

(自 平成18年10月１日 

至 平成19年９月30日)

(3) 役員賞与引当金

  役員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき当期に見

合う分を計上しております。

（会計処理方法の変更）  

 当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しております。  

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益が、10,000千円減少しており

ます。

(3)     ──────

  

(4) 役員退職慰労引当金  

  役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

  なお、平成17年10月21日開催の取

締役会において、平成17年12月14日

開催の第27期定時株主総会終結の時

をもって、役員退職慰労金制度を凍

結することを決議したことにより、

同日以降の新たな繰り入れは行って

おりません。

(4) 役員退職慰労引当金  

  同左

５ 売上高の計上基準  授業料収入は、受講期間に対応して

収益として計上し、また、入会金収入

は入会時に、教材収入は各学期の開始

時にそれぞれ収益として計上しており

ます。

同左

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて、特例処理

を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段…金利スワップ

  ヘッジ対象…借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段…同左

  ヘッジ対象…同左

(3) ヘッジ方針

  市場金利の変動リスクを回避する

ことを目的としており、投機的な取

引は行わない方針であります。ま

た、資金調達時に当社の社内規程に

従い決裁しております。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップは特例処理の要件を

満たしており、有効性の評価を省略

しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左



項目

前事業年度 

(自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日)

当事業年度 

(自 平成18年10月１日 

至 平成19年９月30日)

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、随時引出可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

  税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左



  

会計処理方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が48,680千円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき減価償却累計額に含めて表示してお

ります。

──────

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は7,499,936千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

──────



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年９月30日)

当事業年度
(平成19年９月30日)

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産

建物 544,533千円

土地 1,265,091

計 1,809,625

   担保付債務

一年内返済予定長期借入金 337,703千円

長期借入金 657,457

計 995,160

   上記のほか、長期借入金(一年内返済予定長期借

入金を含む)5,000千円については不特定物件担保留

保が付されております。

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産

建物 323,248千円

土地 899,287

計 1,222,536

   担保付債務

一年内返済予定長期借入金 301,240千円

長期借入金 418,660

計 719,900

   

 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行

と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 700,000千円

借入実行残高 －

  差引額 700,000
 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行

と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 700,000千円

借入実行残高 －

 差引額 700,000

   なお、当該貸出コミットメント契約には、下記の

財務制限条項が付されております。

・各年度の決算期の末日における貸借対照表におけ

る純資産額を、前年比75％以上に維持すること。

・各年度の決算期における損益計算書に示される営

業損益又は経常損益が平成17年９月期以降の決算期

につき、２期連続して損失とならないようにするこ

と。

※３ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。

※３        ──────



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

※１        ──────

 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 35,705千円

建物 2,513

構築物 13

計 38,232

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 22,122千円

器具備品 1,350

原状回復費用 13,804

その他 59

計 37,335

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 15,361千円

器具備品 756

原状回復費用 4,082

その他 479

計 20,680

 

※３ 減損損失

 当事業年度において、以下の資産について減損損失

を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

神奈川県
平塚市

遊休資産

土地 30,672千円

建物 17,765

構築物 101

器具備品 141

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して主としてスクールを基本としてグルーピングして

おります。 

 ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産

は、独立してキャッシュ・フローを生み出す最小の単

位として捉え個別にグルーピングしております。 

 グルーピングの単位である各事業資産において、遊

休資産については、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額48,680千円を減損損失として特別損失

に計上しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、不動産鑑定士による不動産鑑定評価結果を基に

算出し評価しております。

※３        ──────



(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 15,320,000 ─ ─ 15,320,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 400,000 ─ ─ 400,000

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成17年12月14日 
定時株主総会

普通株式 193,960 13.00 平成17年９月30日 平成17年12月15日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年12月19日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 208,880 14.00 平成18年９月30日 平成18年12月20日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 15,320,000 ─ ─ 15,320,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 400,000 ─ ─ 400,000

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月19日 
定時株主総会

普通株式 208,880 14.00 平成18年９月30日 平成18年12月20日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年12月21日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 223,800 15.00 平成19年９月30日 平成19年12月25日



次へ 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成18年９月30日現在）

現金及び預金勘定 874,560千円

有価証券勘定 126,840

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金等

△2,229

現金及び現金同等物 999,171

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成19年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,254,996千円

有価証券勘定 151,678

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

△2,315

現金及び現金同等物 1,404,359

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

器具備品

取得価額相当額 17,489千円

減価償却累計額相当額 4,686

期末残高相当額 12,803

器具備品

取得価額相当額 17,489千円

減価償却累計額相当額 8,184

期末残高相当額 9,305

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,778千円

１年超 10,052

合計 13,831

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,778千円

１年超 6,273

合計 10,052

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 3,623千円

減価償却費相当額 3,354

支払利息相当額 435

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 3,778千円

減価償却費相当額 3,497

支払利息相当額 354

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

  ・利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

 
(注)上記の売却額には、当事業年度中に償還されたその他有価証券28,887千円が含まれております。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
(注)前事業年度において、その他有価証券の非上場株式について4,192千円減損処理を行っております。 

  

種類

前事業年度(平成18年９月30日) 当事業年度(平成19年９月30日)

取得原価 
(千円)

貸借対照表
計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

貸借対照表 
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えるも
の

(1) 株式 15,001 28,580 13,578 469 580 110

(2) 債券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─

小計 15,001 28,580 13,578 469 580 110

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えない
もの

(1) 株式 ─ ─ ─ 25,866 23,790 △2,076

(2) 債券 26,550 23,516 △3,033 ─ ─ ─

(3) その他 29,157 28,946 △210 ─ ─ ─

小計 55,707 52,463 △3,244 25,866 23,790 △2,076

合計 70,709 81,043 10,333 26,335 24,370 △1,965

区分

前事業年度 当事業年度

(自 平成17年10月１日 (自 平成18年10月１日

  至 平成18年９月30日）   至 平成19年９月30日）

売却額（千円） ─ 81,176

売却益の合計額（千円） ─ 13,510

売却損の合計額（千円） ─ 2,574

前事業年度
(平成18年９月30日)

当事業年度 
(平成19年９月30日)

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

(1) その他有価証券

 ① マネー・マネジメント・ファンド 126,840 151,678

 ② 非上場株式 807 ─



次へ 

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  

 

  

前事業年度(平成18年９月30日) 当事業年度(平成19年９月30日)

１年以内 
(千円)

１年超 
５年以内 
(千円)

５年超
10年以内 
(千円)

10年超
(千円)

１年以内
(千円)

１年超
５年以内 
(千円)

５年超 
10年以内 
(千円)

10年超 
(千円)

(1) 債券

 ① 国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 ② 社債 23,516 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

(2) その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

合計 23,516 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─



前へ   次へ 

(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

  

 
  

(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  

 
  

２ 退職給付費用に関する事項 

  

 

  

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

(1) 取引の内容

  当社が利用しているデリバティブ取引は金利スワッ

プ取引であります。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針、利用目的

  当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

  なお、上記すべてのデリバティブ取引については、

ヘッジ会計を適用しております。ヘッジ会計の方法に

ついては、重要な会計方針 ７ ヘッジ会計の方法に

記載のとおりであります。

(2) 取引に対する取組方針、利用目的

同左

(3) 取引に係るリスクの内容

  当社のデリバティブ取引は市場金利の変動に係る市

場リスク及び契約の相手方の契約履行能力に係る信用

リスクを有しております。

  なお、取引の契約先は国内の大手金融機関であるた

め、相手方の契約不履行による信用リスクは低いと認

識しております。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

  資金調達時に当社の社内規程に従い決裁しておりま

す。なお、取引に関する管理規程は特に設けておりま

せん。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

前事業年度 
(平成18年９月30日現在)

当事業年度
(平成19年９月30日現在)

 金利スワップ取引については、「金融商品に係る会計

基準」の特例処理を適用しているため、記載を省略して

おります。

同左

前事業年度 
(平成18年９月30日)

当事業年度
(平成19年９月30日)

 当社は、従業員の選択制による報酬制度又は確定拠出

年金制度を採用しております。

同左

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

確定拠出年金への掛金支払額     34,369千円 確定拠出年金への掛金支払額     37,046千円



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 

  

前事業年度 
(平成18年９月30日)

当事業年度
(平成19年９月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払事業税 24,671千円

未払事業所税 4,202

一括償却資産 1,233

投資有価証券評価損 1,703

賞与引当金 17,508

役員退職慰労引当金 95,499

減損損失 19,783

その他 8,323

繰延税金資産合計 172,926

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △4,199千円

繰延税金負債合計 △4,199

繰延税金資産の純額 168,726
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払事業税 24,527千円

未払事業所税 4,367

一括償却資産 2,200

投資有価証券評価損 2,032

賞与引当金 20,434

役員退職慰労引当金 91,395

その他 5,860

繰延税金資産合計 150,817

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

同左

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

 該当事項はありません。 同左



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃借料、管理料に関しては、近隣の相場等勘案の上決定しております。 

２ 当社個人主要株主である龍井郷二が議決権の55.0％、龍井喜久江が45.0％を直接所有しております。 

３ 当社代表取締役社長 龍井郷二が議決権の55.0％、当社代表取締役専務 龍井喜久江が45.0％を直接所有し

ております。 

４ 当社監査役 大八木信義及びその近親者が議決権の57.0％を直接所有しております。 

  

当事業年度(自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃借料、管理料に関しては、近隣の相場等勘案の上決定しております。 

２ 当社個人主要株主である龍井郷二が議決権の55.0％、龍井喜久江が45.0％を直接所有しております。 

３ 当社代表取締役社長 龍井郷二が議決権の55.0％、当社代表取締役専務 龍井喜久江が45.0％を直接所有し

ております。 

４ 当社監査役 大八木信義及びその近親者が議決権の57.0％を直接所有しております。 

５ 上記金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引 
金額 

(千円)
科目

期末
残高 
(千円)役員の

兼務等
事業上
の関係

主要株主(個人)及
びその近親者が議
決権の過半数を所
有している会社等
及び役員及びその
近親者が議決権の
過半数を所有して
いる会社等

㈲ケー・
プランニ
ング 
(注)2.3

神奈川県
茅ヶ崎市

65,800
不動産賃貸
業・保険代
理業

被所有
直接

17.48

兼任
２名

社員寮
の賃貸 
借契約 
の締結

営業
取引

不動産賃
貸借 
(注)１

13,800
前払 
費用

1,150

不動産賃
貸借に伴
う敷金

─
差入 
保証金

3,450

役員及びその近親
者が議決権の過半
数を所有している
会社等

㈱小浜土
地建物 
(注)4

神奈川県
茅ヶ崎市

10,000

不 動 産 売
買・賃貸・
管理及びそ
の仲介業

─
兼任
１名

社員寮
の賃貸 
借専任 
媒介・ 
管理委 
託契約 
の締結

営業
取引

不動産賃
貸借に伴
う管理料
(注)１

1,425 ─ ─

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引 
金額 

(千円)
科目

期末
残高 
(千円)役員の

兼務等
事業上
の関係

主要株主(個人)及
びその近親者が議
決権の過半数を所
有している会社等
及び役員及びその
近親者が議決権の
過半数を所有して
いる会社等

㈲ケー・
プランニ
ング 
(注)2.3

神奈川県
茅ヶ崎市

65,800
不動産賃貸
業・保険代
理業

被所有
直接

17.48

兼任
２名

社員寮
の賃貸 
借契約 
の締結

営業
取引

不動産賃
貸借 
(注)１

13,800
前払 
費用

1,150

不動産賃
貸借に伴
う敷金

─
差入 
保証金

3,450

役員及びその近親
者が議決権の過半
数を所有している
会社等

㈱小浜土
地建物 
(注)4

神奈川県
茅ヶ崎市

10,000

不 動 産 売
買・賃貸・
管理及びそ
の仲介業

─
兼任
１名

社員寮
の賃貸 
借専任 
媒介・ 
管理委 
託契約 
の締結

営業
取引

不動産賃
貸借に伴
う管理料
(注)１

1,253 ─ ─



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

１株当たり純資産額 502.68円 １株当たり純資産額 539.45円

 
１株当たり当期純利益金額 44.37円 １株当たり当期純利益金額 51.33円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

同左

前事業年度
(平成18年９月30日)

当事業年度
(平成19年９月30日)

１株当たり純資産額

 純資産の部の合計額(千円) 7,499,936 8,048,602

 純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ─ ─

 普通株式に係る期末の純資産額(千円) 7,499,936 8,048,602

 期末の普通株式の数(株) 14,920,000 14,920,000

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

１株当たり当期純利益金額

 当期純利益(千円) 662,002 765,889

 普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

 普通株式に係る当期純利益(千円) 662,002 765,889

 期中平均株式数(株) 14,920,000 14,920,000



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

当事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

──────

 

 

 平成19年10月10日開催の取締役会において、現大学受

験藤沢校及び高校受験藤沢中央スクール他の移転用地と

して、土地の取得を決議し、平成19年11月15日付で当該

土地の引渡しを完了しております。

  内容は以下のとおりであります。

（1）取得資産の内容 

土地所在地 神奈川県藤沢市藤沢

土地面積 941.33㎡

取得価額 1,309,850千円

（2）取得の日程

取締役会決議日 平成19年10月10日

売買契約締結日 平成19年10月19日

物件引渡し日 平成19年11月15日

（3）資金調達の方法

  上記資産取得にかかる所要資金及び建設資金として

取引銀行より借入を実施しております。 

  銀行借入の内容は以下のとおりであります。 

①借入先の名称 株式会社横浜銀行

株式会社りそな銀行

株式会社三菱東京UFJ銀行

②借入金額 総額1,500,000千円

③借入利率 年1.20％～1.38％

④返済条件 １ケ月毎の分割返済

⑤実施時期
平成19年10月30日及び平成19
年10月31日

⑥返済期限
平成22年10月29日～平成24年
10月31日



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱横浜銀行 30,000 23,790

東京電力㈱ 200 580

みなとみらいキャピタル㈱ 100 -

小計 30,300 24,370

計 30,300 24,370

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額

(千円)

有価証券 その他有価証券

(投資信託受益証券)

大和証券投資信託委託㈱

大和マネー・マネジメント・ファンド 101,212,246 101,212

大和外貨マネー・マネジメント・ファ
ンド

43,720,618 50,466

小計 144,932,864 151,678

計 144,932,864 151,678



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額の主な内容は次のとおりであります。 

 
２ 当期減少額の主な内容は次のとおりであります。 

 
３ 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 4,704,925 170,229 162,490 4,712,663 1,888,850 171,021 2,823,813

 構築物 124,546 7,867 6,302 126,111 71,764 7,484 54,346

 機械及び装置 41,206 8,545 3,388 46,363 28,192 3,399 18,171

 車両運搬具 13,813 ― ― 13,813 11,749 1,077 2,064

 器具備品 194,270 3,606 15,113 182,763 146,926 9,337 35,836

 土地 4,484,247 ― 66,810 4,417,437 ― ― 4,417,437

 建設仮勘定 54,234 190,158 54,234 190,158 ― ― 190,158

有形固定資産計 9,617,244 380,406 308,339 9,689,312 2,147,483 192,321 7,541,828

無形固定資産

 電話加入権 ─ ― ― 22,298 ― ― 22,298

 その他 ─ ─ ─ 64,372 40,017 7,633 24,354

無形固定資産計 ─ ─ ─ 86,671 40,017 7,633 46,653

長期前払費用 17,269 5,996 2,194 21,071 8,962 3,267 12,108

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(1)建物 高校受験さがみ野スクール（移転） 124,545千円

当期開校新スクール（１校） 10,069千円

移転スクール（１校） 10,997千円

(2)建設仮勘定 高校受験渕野辺スクール 180,158千円

(1)建物 遊休資産売却 126,530千円

(2)土地 遊休資産売却 66,810千円



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ─ ─ ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 413,584 344,333 1.0 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

724,121 451,988 1.0
平成20年10月～ 
平成22年12月

その他の有利子負債 ─ ─ ― ―

合計 1,137,705 796,321 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 320,308 122,060 9,620 ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 212 411 212 ― 411

賞与引当金 43,081 50,282 43,081 ― 50,282

役員賞与引当金 10,000 ― 10,000 ― ―

役員退職慰労引当金 234,990 ― 10,100 ― 224,890



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 未収授業料等 

(イ)相手先別内訳 

  

 
(注) 相手先は多数の個人であり、個々の金額は僅少でありますので、その具体名の記載を省略しております。 

  

(ロ)未収授業料等の発生及び回収ならびに滞留状況 

  

 
  

ハ 教材等 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 4,706

預金 1,250,289

(当座預金) 499

(普通預金) 843,489

(郵便振替貯金) 403,985

(別段預金) 2,315

合計 1,254,996

相手先 金額(千円)

個人( 355名) 30,708

合計 30,708

前期繰越高 
(千円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(千円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(千円) 

 
(Ｃ)

次期繰越高
(千円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

37,859 6,614,676 6,621,828 30,708 99.5 1.9

区分 金額(千円)

教材原材料 877

教材仕掛品 7,529

教材 23,339

合計 31,746



② 負債の部 

イ 未払金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(千円)

広告宣伝費 20,550

教材費 13,070

修繕費 10,548

消耗品費 8,156

その他 20,650

合計 72,976



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

  

  

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

株券の種類
 1,000株券 
10,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

 
当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。 
http://www.stepv.co.jp/ 
 

株主に対する特典 該当事項はありません



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第28期)(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 平成18年12月19日関東財務局長に

提出。 

(2) 半期報告書 

(第29期中)(自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日) 平成19年６月13日関東財務局長に提出。

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社ステップ 

 
  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ステップの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第28期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ステップの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用される

こととなったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成18年12月19日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  澤  英  樹  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  日  下  靖  規  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社ステップ 

 
  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ステップの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第29期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明

細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ステップの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載の通り、会社は平成19年10月10日開催の取締役会決議に基づき、スクール移転用の

土地の取得に関して平成19年11月15日付けで引渡しを完了している。また、取得のための資金調達として、

平成19年10月30日及び10月31日に銀行借入を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成19年12月21日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  澤  英  樹  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  日  下  靖  規  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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